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1. 概要 

  本資料は，Ⅴ-3-別添 2-1-1「軽油タンクの強度計算の方針」に示すとおり，軽油タンクが降下

火砕物等の堆積時においても，非常用ディーゼル発電機へ 7日間の燃料供給が継続できるよう燃

料を保有する機能の維持を考慮して，主要な構造部材が構造健全性を維持することを確認するも

のである。 
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2. 基本方針 

  軽油タンクは，Ⅴ-3-別添 2-1-1「軽油タンクの強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」に

示す構造計画を踏まえ，軽油タンクの「2.1 位置」，「2.2 構造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 

適用規格」を示す。 

 

 2.1 位置 

   軽油タンクは，Ⅴ-3-別添 2-1-1「軽油タンクの強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」

に示すとおり，屋外の軽油タンクエリアに設置する。軽油タンクエリアの位置図を図 2－1に示

す。 

 

 

 

図 2－1 軽油タンクエリアの位置図 

 

  

軽油タンクエリア 

PN 
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 2.2 構造概要 

   軽油タンクは，Ⅴ-3-別添 2-1-1「軽油タンクの強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」

に示す構造計画を踏まえて，構造を設定する。 

   軽油タンクは，円筒形の胴板と屋根板より構成され，基礎ボルトにより基礎コンクリートに

固定された平底たて置円筒形容器である。タンクは外気と繋がっているため，タンク内圧は大

気圧となっている。軽油タンクの概要図を図 2－2に示す。 

 

 
 

図 2－2 軽油タンクの概要図 

 

  

屋根板 
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 2.3 評価方針 

   軽油タンクの強度評価は，Ⅴ-3-別添 2-1-1「軽油タンクの強度計算の方針」の「4. 荷重及

び荷重の組合せ並びに許容限界」にて設定している，荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を

踏まえて，軽油タンクの評価対象部位に作用する応力が，許容限界に収まることを「3. 強度

評価方法」に示す方法により，「4. 評価条件」に示す評価条件を用いて計算し，「5. 強度評

価結果」にて確認する。 

   軽油タンクの強度評価フローを図 2－3 に示す。軽油タンクの強度評価においては，その構造

を踏まえ，降下火砕物等の堆積による鉛直荷重とこれに組み合わせる荷重（以下「設計荷重」

という。）の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価対象部位を選定する。 

   降下火砕物等の堆積による鉛直荷重については，建築基準法施行令第 86条に基づき，屋根の

水平投影面積に対し降下火砕物等の層厚より上載質量を算出し，屋根板表面積で除することに

より入力荷重を算出し等分布荷重として保守的に設定する。強度評価においては，屋根板及び

屋根板に接続する胴板（上部）に対して，ＦＥＭによる応力解析を用いる。また，胴板（下部）

及び基礎ボルトに対して，「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡ

Ｇ ４６０１・補-1984」（日本電気協会）及び「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ ４

６０１-1987」（日本電気協会）（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）の平底たて置円筒形容器

の評価方法を準用し，Ⅴ-3-別添 2-1-1「軽油タンクの強度計算の方針」の「5. 強度評価方法」

に示す平底たて置円筒形容器の評価式を用いる。軽油タンクの許容限界は，Ⅴ-3-別添 2-1-1「軽

油タンクの強度計算の方針」の「4.2. 許容限界」に示す許容限界である，ＪＥＡＧ ４６０

１の許容応力状態ⅢＡＳとする。 

   「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007」（日本機械学

会）（以下「ＪＳＭＥ」という。）付録材料図表 part5,6の表にて許容応力を計算する際は，機

器本体については最高使用温度，ボルトについては周囲環境温度に応じた値をとるものとする

が，温度がＪＳＭＥ付録材料図表記載の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 
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図 2－3 強度評価フロー 

 

  

<屋根板及び胴板(上部)> 

評価対象部位の選定 

自然現象の荷重 

荷重及び荷重の組合せの設定 

<胴板(下部)及び基礎ボルト> 

ＪＥＡＧ４６０１に基づく発生応力の算定 

（1質点系モデル） 

ＦＥＭによる発生応力の算定 

設定する許容限界との比較 設定する許容限界との比較 
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 2.4 適用規格 

   適用する規格，規準等を以下に示す。 

   ・建築基準法及び同施行令 

   ・新潟県建築基準法施行細則（昭和 35 年 12月 30日新潟県規則第 82号） 

   ・発電用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007（日本機械学

会） 

   ・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ ４６０１・補-1984 

   （日本電気協会） 

   ・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ ４６０１-1987（日本電気協会） 

   ・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（日本建築学会，2005改定） 
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3. 強度評価方法 

 3.1 記号の定義 

   軽油タンクの強度評価に用いる記号を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 軽油タンクの強度評価に用いる記号（1/3） 

記号 単位 定義 

Ａｂ mm
2
 基礎ボルト呼び径断面積  

Ｃｃ ― 基礎ボルト計算における係数  

ＣＨ ― 弾性設計用地震動Ｓｄによる水平方向設計震度  

Ｃｔ ― 基礎ボルト計算における係数  

ＣＶ ― 弾性設計用地震動Ｓｄによる鉛直方向設計震度  

Ｄｃ mm 基礎ボルト中心円直径  

Ｄｉ mm 胴内径  

Ｄｂｉ mm ベースプレート内径  

Ｄｂｏ mm ベースプレート外径  

Ｅ MPa 縦弾性係数 

ｅ ― 基礎ボルト計算における係数  

Ｆ MPa ＪＳＭＥ SSB-3121.1(1)により規定される値  

Ｆｃ N 基礎に作用する圧縮力  

Ｆｄ N 常時作用する荷重 

Ｆｔ N 基礎ボルトに作用する引張力  

Ｆｋ N 地震荷重 

ＦＶｋ N 
従荷重として地震荷重を組み合わせるときの降下火砕物等の堆積

による鉛直荷重 

ＦＶｓ N 
従荷重として積雪荷重を組み合わせるときの降下火砕物等の堆積

による鉛直荷重 

𝑓ｂ MPa 曲げモーメントにより生じる座屈応力  

𝑓ｃ MPa 軸圧縮荷重により生じる座屈応力  

𝑓ｓ MPa 
ＪＳＭＥ SSB-3131 により規定される供用状態Ａ及びＢでの基礎

ボルトの許容せん断応力 

𝑓ｔ MPa 
ＪＳＭＥ SSB-3131 により規定される供用状態Ａ及びＢでの基礎

ボルトの許容引張応力 

𝑓ｔｓ MPa 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

g m/s
2
 重力加速度  

Ｈ m 全高 

Ｈｈ mm 液面高さ  

ｋ ― 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数  
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表 3－1 軽油タンクの強度評価に用いる記号（2/3） 

記号 単位 定義 

ℓｇ mm 基礎から容器重心までの距離 

ℓ1, ℓ2 mm 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離  

Ｍｓ N・mm 転倒モーメント  

ｍ0 kg 容器の有効運転質量  

ｍe kg 空質量  

ｍs kg 降下火砕物等の堆積による質量 

ｎ ― 基礎ボルト本数  

ＲＢ mm 胴平均半径  

Ｓ0 MPa 屋根板又は胴板の一次一般膜応力の許容値 

Ｓ1 MPa 屋根板又は胴板の一次膜応力＋一次曲げ応力の許容値 

Ｓｙ MPa ＪＳＭＥ付録材料図表 part5の表にて規定される設計降伏点 

Ｓｕ MPa ＪＳＭＥ付録材料図表 part5の表にて規定される設計引張強さ 

ｓ ― 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比  

ｔ mm 胴板厚  

ｔ1 mm 基礎ボルト面積相当板幅  

ｔ2 mm 圧縮側基礎相当幅  

ｚ ― 基礎ボルト計算における係数  

α1 ― 安全率  

α2 rad 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度  

η ― ＲＢ/ｔ  

η1 ― 1200×g/Ｆ  

η2 ― 8000×g/Ｆ  

η3 ― 9600×g/Ｆ  

ν ― ポアソン比 

π ― 円周率  

ρ ― 軽油の比重  

σ0 MPa 胴に生じる組合せ一次一般膜応力  

σ1 MPa 胴に生じる組合せ一次応力 

σ0ｃ MPa 胴に生じる組合せ一次一般膜応力（圧縮） 

σ0ｔ MPa 胴に生じる組合せ一次一般膜応力（引張） 

σｂ MPa 基礎ボルトに生じる引張応力  

σｃ MPa 基礎に生じる圧縮応力  

σｘｃ MPa 胴に生じる軸方向応力の和（圧縮） 

σｘｔ MPa 胴に生じる軸方向応力の和（引張） 
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表 3－1 軽油タンクの強度評価に用いる記号（3/3） 

記号 単位 定義 

σｘ2 MPa 
自重（空質量）及び降下火砕物等の堆積による荷重により胴に生じ

る軸方向応力  

σｘ3 MPa 
鉛直方向地震力及び降下火砕物等の堆積による荷重により胴に生

じる軸方向応力  

σｘ4 MPa 
水平方向地震力及び降下火砕物等の堆積による荷重により胴に生

じる軸方向応力  

σｘｂｓ MPa 曲げモーメントにより生じる圧縮応力  

σｘｃｓ MPa 軸圧縮荷重により生じる圧縮応力  

σφｃ MPa 胴に生じる周方向応力の和（圧縮）  

σφｔ MPa 胴に生じる周方向応力の和（引張）  

σφ1 MPa 静水頭により胴に生じる周方向応力  

σφ2 MPa 鉛直方向地震力により胴に生じる周方向応力  

τ MPa 水平方向地震力により胴に生じるせん断応力  

τｂ MPa 基礎ボルトに生じるせん断応力  

φｂ MPa 座屈応力𝑓ｂを算出する際の関数  

φｃ MPa 座屈応力𝑓ｃを算出する際の関数  
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 3.2 評価対象部位 

   軽油タンクの評価対象部位は，Ⅴ-3-別添 2-1-1「軽油タンクの強度計算の方針」の「4.2 許

容限界」にて示している評価対象部位に従って，屋根板，胴板（上部），胴板（下部）及び基礎

ボルトとする。 

   評価対象部位は，「2.2 構造概要」にて設定している構造に基づき，設計荷重の作用方向及

び伝達過程を考慮し設定する。 

   降下火砕物等の堆積による鉛直荷重は，降下火砕物が堆積する屋根板及び屋根板に接続する

胴板（上部）に作用する。また，地震荷重は，胴板を介して胴板（下部）及び基礎ボルトに作

用する。 

   このことから，屋根板，胴板（上部），胴板（下部）及び基礎ボルトを評価対象部位として設

定している。 

   軽油タンクの強度評価における評価対象部位を，図 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 軽油タンクの評価対象部位 

  

屋根板 

胴板（下部） 

基礎ボルト 

胴板（上部） 

正面図 

基礎図 

基礎ボルト 
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 3.3 荷重及び荷重の組合せ 

   強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-3-別添 2-1-1「軽油タンクの強度計算の方針」

の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」に示している荷重及び荷重の組合せを用いる。 

 

  (1) 荷重の設定 

    軽油タンクの強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

   a. 常時作用する荷重（Ｆｄ） 

     常時作用する荷重は，自重及び水頭圧を考慮する。 

 

   b. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重（ＦＶｋ，ＦＶｓ） 

     降下火砕物等の堆積による単位面積当たりの鉛直荷重は，ＦＶｋ＝6063N/m2，ＦＶｓ＝

8542N/m2とする。建築基準法施行令第 86条では，屋根部の勾配が 60 度以下の場合におい

ては，その勾配に応じた屋根形状係数を乗じた数値とし，その勾配が 60度を超える場合に

おいては，零とすることができるとの記載があるが，保守的に屋根形状係数を 1とする。 

 

   c. 地震荷重（Ｆｋ） 

     地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力を考慮することを踏まえて，Ⅴ-2「耐

震性に関する説明書」のうちⅤ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-5 平底たて置円筒

形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の計算方法に基づき得られた固

有周期に対応した設計震度（ＣＨ＝0.89，ＣＶ＝0.65）によって発生する水平荷重及び鉛直

荷重を算出する。 

 

  (2) 荷重の組合せ 

    強度評価に用いる荷重の組合せは，軽油タンクの評価対象部位ごとに設定する。 

    軽油タンクの屋根板及び胴板（上部）については，水頭圧は作用しないため考慮しない。

そのため，軽油タンクの屋根板及び胴板（上部）には，自重及び降下火砕物等の堆積による

鉛直荷重が作用する。 

    軽油タンクの胴板（下部）及び基礎ボルトには，水頭圧，自重，降下火砕物等の堆積によ

る鉛直荷重及び地震荷重が作用する。 

    軽油タンクの評価にて考慮する荷重の組合せを表 3－2に示す。 
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表 3－2 荷重の組合せ 

施設名称 評価対象部位 荷重 

軽油タンク 

屋根板 
①自重 

②降下火砕物等の堆積による鉛直荷重 

胴板（上部） 
①自重 

②降下火砕物等の堆積による鉛直荷重 

胴板（下部） 

①自重，水頭圧 

②降下火砕物等の堆積による鉛直荷重 

③地震荷重 

基礎ボルト 

①自重，水頭圧 

②降下火砕物等の堆積による鉛直荷重 

③地震荷重 

 

 3.4 許容限界 

   軽油タンクの許容限界値は，Ⅴ-3-別添 2-1-1「軽油タンクの強度計算の方針」の「4.2 許

容限界」にて設定している許容限界に従って，「3.2 評価対象部位」にて設定している評価対

象部位ごとに，機能損傷モードを考慮し，ＪＥＡＧ４６０１に基づき許容応力状態ⅢＡＳの許

容応力を用いる。 

   軽油タンクの許容限界は，ＪＥＡＧ４６０１を準用し，屋根板及び胴板については「クラス

２，３容器」，基礎ボルトについては「クラス２，３支持構造物」の許容限界を適用する。また，

座屈については評価式を満足することを確認する。設計荷重に対して，当該施設に要求される

安全機能を維持できるように弾性設計とするため，許容応力状態ⅢＡＳから算出した以下の許

容応力を許容限界とする。ＪＥＡＧ４６０１に従い，ＪＳＭＥ付録材料図表 Part5,6の表にて

許容応力を評価する際は，評価対象部位の周囲環境温度に応じた値をとるものとするが，温度

がＪＳＭＥ付録材料図表記載の中間の値の場合は，比例法を用いて評価する。ただし，ＪＳＭ

Ｅ付録材料図表 Part5,6で比例法を用いる場合の端数処理は，小数点第 1位以下を切り捨てた

値を用いるものとする。 

   軽油タンクの許容限界について，屋根板及び胴板（上部）の許容限界を表 3－3，胴板（下部）

の許容限界を表 3－4，基礎ボルトの許容限界を表 3－5に示す。 
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表 3－3 屋根板及び胴板（上部）の許容限界 

状態 

温度 

条件 

（℃） 

許容限界 

一次一般膜 一次膜＋一次曲げ 

許容応力 

状態ⅢＡＳ 
66＊1  Min[Ｓｙ,0.6Ｓｕ]   左欄の 1.5倍の値 

 注記＊1 ：最高使用温度 

 

表 3－4 胴板（下部）の許容限界 

状態 

温度 

条件 

（℃） 

許容限界 

一次一般膜 組合せ一次 座屈 

許容応力 

状態ⅢＡＳ 
66＊1 Min[Ｓｙ,0.6Ｓｕ]   左欄に同じ 

α1∙ σｘｃｓ

𝑓ｃ

＋
α1∙ σｘｂｓ

𝑓ｂ

 ≦ 1 

 注記＊1 ：最高使用温度 

 

表 3－5 基礎ボルトの許容限界 

状態 

温度 

条件 

（℃） 

許容限界 

一次応力 

引張 せん断 

許容応力 

状態ⅢＡＳ 
40＊1 1.5𝑓ｔ 1.5𝑓ｓ 

 注記＊1 ：周囲環境温度 

 

   引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力𝑓ｔｓは以下のとおり。 

   𝑓ｔｓ＝ Min{1.4(1.5𝑓ｔ)－1.6τb , 1.5𝑓ｔ}   
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 3.5 評価方法 

   1質点系モデルによる評価とＦＥＭ解析による評価を行う。 

 

  (1) 1質点系モデルによる評価 

    1質点系モデルによる強度評価は，Ⅴ-3-別添 2-1-1「軽油タンクの強度計算の方針」の「5. 

強度評価方法」にて設定している平底たて置円筒容器の評価式を用いる。 

 

   a. 計算モデル 

     降下火砕物等の堆積による鉛直荷重，水頭圧及び自重（鉛直荷重）並びに地震荷重（水

平及び鉛直荷重）により作用する水平力及びモーメントに対し，厳しい部位である胴板（下

部）及び基礎ボルトの構造健全性を 1質点系モデルとして評価を行う。軽油タンクの 1質

点系モデルによる計算に用いるモデル図を図 3－2に示す。 

 

       降下火砕物等の堆積による荷重 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 1質点系モデルによる計算モデル図 

 

  

Ｄｂｏ 

Ｄｂｉ 

Ｄｃ 

Ｄｉ 

ｔ/2 ＲＢ 

Ｈ
ｈ
 

ℓ ｇ
 
(容

器
重
心

ま
で
の
高
さ
) 

Ｈ
 

ｔ 

地震による 

水平荷重 

軽油重量を含む 

タンク重量＋ 

降下火砕物等の堆積 

による鉛直荷重 

モーメント 

水平力 

鉛直方向地震力 

による荷重 

水平方向地震力 

による荷重 
地震による 

鉛直荷重 
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   b. 1質点系モデルによる評価における計算方法 

     内包油量は胴板及び基礎ボルトの各評価対象部位に対して応力が大きくなるように設定

する。具体的には，胴板（下部）及び基礎ボルト計算時は保守的な評価となるように満油

量にて計算する。 

 

    (a) 胴に生じる応力 

     イ. 静水頭及び鉛直方向地震力により胴に生じる周方向応力 

       静水頭により胴に生じる周方向応力 

σφ1＝
10-6∙g∙ρ∙Ｈ

ｈ
∙Ｄ

ｉ

2ｔ
 

       鉛直方向地震力により胴に生じる周方向応力 

σφ2＝
10-6∙g∙ρ∙Ｈ

ｈ
∙Ｄ

ｉ
∙Ｃ

Ｖ

2ｔ
 

 

     ロ. 胴の自重（空質量），鉛直方向地震力及び降下火砕物等の堆積による荷重により胴に

生じる軸方向応力 

       自重（空質量）及び降下火砕物等の堆積による荷重により胴に生じる軸方向応力 

σｘ2＝
(ｍ

ｅ
＋ｍ

ｓ
) ∙g

π (Ｄ
ｉ
＋ｔ)∙ｔ

 

       鉛直方向地震力及び降下火砕物等の堆積による荷重により胴に生じる軸方向応力 

σｘ3＝
Ｃ

Ｖ
∙ (ｍ

ｅ
＋ｍ

ｓ
)∙g

π (Ｄ
ｉ
＋ｔ)∙ｔ

 

 

     ハ. 水平方向地震力により生じる応力 

       水平方向地震力及び降下火砕物等の堆積による荷重により胴に生じる軸方向応力 

σｘ4＝
4Ｍ

ｓ

π (Ｄ
ｉ
＋ｔ)

2

∙ｔ
 

       ここで， 

Ｍ
ｓ
＝Ｃ

Ｈ
∙ (ｍ

0
＋ｍ

ｓ
) ∙g∙ℓ

ｇ
 

       水平方向地震力により胴に生じるせん断応力 

τ＝
2Ｃ

Ｈ
∙ (ｍ

0
＋ｍ

ｓ
)∙g

π (Ｄ
ｉ
＋ｔ)∙ｔ
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     ニ. 胴に生じる組合せ一次一般膜応力及び組合せ一次応力 

     (イ) 組合せ引張応力 

        胴に生じる周方向応力の和（引張） 

σφｔ＝σφ1＋σ
φ2
 

        胴に生じる軸方向応力の和（引張） 

σｘｔ＝ －σ
ｘ2
＋√σｘ3

2＋σｘ4
2 

        胴に生じる組合せ一次一般膜応力（引張） 

σ0ｔ＝
1

2
{(σｘｔ＋σφｔ)＋√(σｘｔ－σφｔ)

2

＋4τ2} 

 

     (ロ) 組合せ圧縮応力 

        胴に生じる周方向応力の和（圧縮） 

σφｃ＝ －σ
φ1
－σ

φ2
 

        胴に生じる軸方向応力の和（圧縮） 

σｘｃ＝ σｘ2＋√σｘ3
2＋σｘ4

2 

        胴に生じる組合せ一次一般膜応力（圧縮） 

σ0ｃ＝
1

2
{(σｘｃ＋σφｃ)＋√(σｘｃ－σφｃ)

2

＋4τ2} 

 

     (ハ) 組合せ応力 

        胴に生じる組合せ一次一般膜応力 

σ0＝ Max[σ0ｔ,σ0ｃ] 

        組合せ一次応力は組合せ一次一般膜応力と同じになる。 

 

     ホ. 軸圧縮荷重及び曲げモーメントにより生じる圧縮応力 

       軸圧縮荷重により生じる圧縮応力 

σｘｃｓ＝ σｘ2＋σｘ3 

       曲げモーメントにより生じる圧縮応力 

σｘｂｓ＝ σｘ4 

 

    (b) 胴の座屈評価 

     イ. 軸圧縮荷重により生じる座屈応力 

𝑓
ｃ
＝

{
 
 

 
 
Ｆ                                                                                                       (η≦η

1
)

Ｆ [1－
1

6800×g
{Ｆ－φ

ｃ
(η

2
)} (η－η

1
)]              (η

1
＜η＜η

2
)

φ
ｃ
(η)                                                                                (η

2
≦η≦800)
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       ここで， 

φｃ(η)＝ 0.6
Ｅ

η
[1－0.901{1－exp(－

1

16
√η)}] 

 

     ロ. 曲げモーメントにより生じる座屈応力 

𝑓
ｂ
＝

{
 
 

 
 
Ｆ                                                                                                       (η≦η

1
)

Ｆ [1－
1

8400×g
{Ｆ－φ

ｂ
(η

3
)} (η－η

1
)]              (η

1
＜η＜η

3
)

φ
ｂ
(η)                                                                                (η

3
≦η≦800)

 

       ここで， 

φｂ(η)＝ 0.6
Ｅ

η
[1－0.731{1－exp(－

1

16
√η)}] 

 

     ハ. 安全率α1 

       安全率は，各荷重の組合せに対して 

α
1
＝

{
 
 

 
 
1.0                                                                        (η≦η

1
)

1.0＋
Ｆ

13600×g
(η－η

1
)                   (η

1
＜η＜η

2
)

1.5                                                                      (η
2
≦η)

   

       ここで， 

η＝ 
Ｒ

Ｂ

ｔ
, η

1
＝ 

1200×g

Ｆ
,  η

2
＝ 

8000×g

Ｆ
, η

3
＝ 

9600×g

Ｆ
 

 

     ニ. 座屈評価 

       以下の式により評価を行う。 

α1∙ σｘｃｓ

𝑓ｃ

＋
α1∙ σｘｂｓ

𝑓ｂ

  ≦ 1 

 

    (c) 基礎ボルト評価 

     イ. 基礎ボルトに生じるせん断応力 

τｂ＝
Ｃ

Ｈ
∙ (ｍ

0
＋ｍ

ｓ
) ∙g

ｎ∙Ａ
ｂ
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     ロ. 基礎ボルトに生じる引張応力 

       基礎ボルトに引張力が発生しないのは，α2がπに等しくなったときであり，α2を

πに近づけた場合の値ｅ＝0.75 及びｚ＝0.25を，Ｆｔを求める式に代入し，得られる

Ｆｔの値によって引張力の有無を次のように判断する。 

       ・Ｆｔ≦0ならば，引張力は作用しない。 

       ・Ｆｔ＞0ならば，引張力は作用しているので以降の計算を行う。 

       転倒モーメントＭｓが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮

荷重については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める。基礎の荷

重説明図を図 3－3に示す。 

 
図 3－3 基礎の荷重説明図（ＪＥＡＧ４６０１より抜粋） 

 

     (イ) σｂ，σｃを仮定して係数ｋを求める。 

ｋ＝
1

1＋
σｂ

ｓ∙σｃ

 

 

     (ロ) α2を求める。 

α2＝cos-1(1－2ｋ) 

 

     (ハ) 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

ｅ＝
1

2
{
(π－α2)∙cos

2α2＋
1
2 (π－α2)＋

3
2sinα2 ∙ cosα2

(π－α2) cosα2＋sinα2

} 
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＋
1

2
(

1
2
α2－

3
2
sinα2 ∙ cosα2 ＋α2∙ cos

2α2

sinα2 －α2∙cosα2

) 

ｚ＝
1

2
{cosα2 ＋(

1
2
α

2
－

3
2
sinα

2
∙ cosα

2
＋α

2
∙ cos2α

2

sinα
2
－α

2
∙ cosα

2

)} 

Ｃ
ｔ
＝

2{(π－α
2
)∙ cosα

2
＋sinα

2
}

1＋cosα
2

 

Ｃ
ｃ
＝

2(sinα
2
－α

2
cosα

2
)

1－cosα
2

 

 

     (ニ) 各定数を用いてＦｔ，Ｆｃを求める。 

Ｆ
ｔ
＝

1

ｅ∙Ｄ
ｃ

√Ｍ
ｓ

2

＋(Ｃ
Ｖ
∙(ｍ

0
＋ｍ

ｓ
) ∙g∙ｚ∙Ｄ

ｃ
)
2

－
ｚ

ｅ
(ｍ

0
＋ｍ

ｓ
) ∙g 

Ｆ
ｃ
＝

1

ｅ∙Ｄ
ｃ

√Ｍ
ｓ

2

＋(Ｃ
Ｖ
∙ (ｍ

0
＋ｍ

ｓ
)∙g∙(ｚ－ｅ)∙Ｄ

ｃ
)
2

＋(1－
ｚ

ｅ
)(ｍ

0
＋ｍ

ｓ
) ∙g 

 

     (ホ) σｂ，σｃを求め，(イ)にて仮定した値を十分に近似していることを確認する。 

σｂ＝
2Ｆ

ｔ

ｔ
1
∙Ｄ

ｃ
∙Ｃ

ｔ

 

σｃ＝
2Ｆ

ｃ

(ｔ
2
＋ｓ∙ｔ

1 
)∙Ｄ

ｃ
∙Ｃ

ｃ

 

        ここで， 

ｔ
1
＝

ｎ∙Ａ
ｂ

π∙Ｄ
ｃ

 

ｔ
2
＝

1

2
(Ｄ

ｂｏ
－Ｄ

ｂｉ
)－ｔ

1
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  (2) ＦＥＭ解析による評価 

    屋根板及び胴板（上部）はＦＥＭ解析にて評価を行う。 

    ＦＥＭ解析に使用する解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」である。 

    なお，評価に用いる解析コードＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮの検証及び妥当性確認等の概要に

ついては，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

   a. 荷重条件 

     軽油タンクの荷重条件を表 3－6に示す。 

      

表 3－6 軽油タンクの荷重条件 

荷重条件 
入力荷重 

（N/m2） 

従荷重として積雪荷重を組み合わせるときの

降下火砕物等の堆積による鉛直荷重ＦＶｓ 
8542 

 

   b. 計算モデル及び諸元 

     拘束部位はタンク基部であることから，タンク胴板（上部）に構造上有意な応力増加は

ないため，屋根部に作用する鉛直荷重に対し厳しい部位である屋根板及び胴板（上部）に

ついて，屋根板，コンプレッションリング，屋根板補強リング及び胴板の板部材を板要素

で，ラフタ及び補強材を梁要素でモデル化して評価を行う。軽油タンクのＦＥＭ解析に用

いるモデル図を図 3－4に，諸元を表 3－7に示す。 

 

  



 

21 

K7
 ①

 Ｖ
-
3-
別
添

2-
3 
R0
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4 ＦＥＭ解析に用いるモデル図 
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表 3－7 軽油タンクの諸元 

部材 材料 
最高使用温度 

（℃） 

縦弾性係数 

Ｅ 

（MPa） 

ポアソン比 

ν 

（―） 

屋根板，胴板 

補強リング， 

コンプレッショ

ンリング 

  66     

ラフタ， 

補強材 
  66     
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4. 評価条件 

  「3. 強度評価方法」に用いる評価条件を表 4－1及び表 4－2示す。 

 

表 4－1 許容応力評価に用いる条件 

材料 
温度 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

1.5𝑓ｔ 

（MPa） 

1.5𝑓ｓ 

（MPa） 

 

（屋根板，胴板） 
66    ― ― 

 

（基礎ボルト） 
40      

 

表 4－2 軽油タンクの入力条件 

据付場所 

及び床面高さ 

（m）＊1 

構造概要 
最高使用圧力 

（MPa） 

温度＊2 

（℃） 

ρ 

（―） 

g 

（m/s2） 

屋外 

T.M.S.L.12.5 

平底 

たて置き円筒形 
大気圧 

①66 
0.86 9.80665 

②40 

 

固有周期 

（水平／鉛直） 

（s） 

ＣＨ 

（―） 

ＣＶ 

（―） 

Ｈ 

(mm) 

ｍ0 

(kg) 

 0.89 0.65 10391.5  

 

ｍe 

(kg) 

ｍs
＊3 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ℓｇ 

(mm) 

 
③50100 

9800  4616 
④70500 

 

Ｈｈ 

(mm) 

ＲＢ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

ｓ 

（―） 

ｎ 

（―） 

7495 4918  9  

 

Ｄｃ 

(mm) 

Ｄｂｏ 

(mm) 

Ｄｂｉ 

(mm) 

ボルト 

サイズ 

Ａｂ 

(mm2) 

10050 10250 9250   

 注記＊1 ：基準床レベルを示す。 

   ＊2 ：①は屋根板及び胴板評価時，②は基礎ボルト評価時の値 

   ＊3 ：③は胴板（下部）及び基礎ボルト評価時，④は屋根板及び胴板（上部）評価時の値 
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5. 強度評価結果 

 5.1 1質点系モデルによる計算結果 

   降下火砕物等の堆積時の強度評価結果を表 5－1に示す。 

   胴板（下部），基礎ボルトに発生する応力は許容応力以下であり，また，座屈の評価の条件式

を満足している。 

 

表 5－1 軽油タンクの 1質点系モデルによる評価結果 

評価部位 材料 応力 
発生応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 

胴板 

（下部） 
 

一次一般膜 σ0＝ 23 
Ｓ0＝  

組合せ一次 σ1＝ 23 

圧縮と曲げの組合せ 

(座屈の評価) 

α1∙ σｘｃｓ

𝑓ｃ

＋
α1∙ σｘｂｓ

𝑓ｂ

 ≦ 1 

0.08 

基礎ボルト  

引張 σｂ＝ 14 1.5𝑓ｔ＝  

せん断 τｂ＝ 35 1.5𝑓ｓ＝  

組合せ σｂ＝ 14     𝑓ｔｓ＝  

 

 5.2 ＦＥＭ解析による計算結果 

   降下火砕物等の堆積時の強度評価結果を表 5－2に示す。 

   屋根板，胴板（上部）に発生する応力は許容応力以下である。 

 

表 5－2 軽油タンクのＦＥＭ解析による評価結果 

評価部位 材料 応力 
発生応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 

屋根板  
一次一般膜 σ＝ 64  Ｓ0＝                      

一次膜＋一次曲げ σ＝105 Ｓ1＝      

胴板 

（上部） 
 

一次一般膜 σ＝ 16 Ｓ0＝      

一次膜＋一次曲げ σ＝ 30  Ｓ1＝      
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計算機プログラム（解析コード）の概要 
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別紙 5 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-3-3-3-2-1-3 

Ⅴ-3-3-3-2-1-4 

Ⅴ-3-3-3-2-1-5 

 

Ⅴ-3-3-3-3-1-2 

Ⅴ-3-3-3-3-1-3 

Ⅴ-3-3-3-3-1-4 

 

Ⅴ-3-3-3-3-2-2 

Ⅴ-3-3-3-3-2-3 

Ⅴ-3-3-6-2-1 

Ⅴ-3-3-6-3-1 

 

Ⅴ-3-別添 2 

 

残留熱除去系ストレーナの強度計算書 

ストレーナ部ティーの応力計算書 

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの強度

計算書 

高圧炉心注水系ストレーナの強度計算書 

ストレーナ部ティーの応力計算書 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの強

度計算書 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの強度計算書 

ストレーナ部ティーの応力計算書 

ダイヤフラムフロアの強度計算書 

下部ドライウェルアクセストンネルの強度計算

書 

火山への配慮が必要な施設の強度に関する説明

書 

Ver.2013.0.0 

Ver.2013.0.0 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2013.0.0 

Ver.2013.0.0 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2013.0.0 

Ver.2013.0.0 

Ver.2013.0.0 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2008.0.0 
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2.2 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2008.0.0 

コード名 

項目 
ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 3 次元有限要素法（シェル又ははり要素）による応力解析 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971 年（一般商業用リリース） 

使用したバージョン Ver.2008.0.0 

コードの概要 

 本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として開発

された，有限要素法による構造解析用の汎用計算機プログラ

ムである。適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッ

ド要素）に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過

渡応答解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温

度分布解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有して

いる。数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用され

ている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・構造力学分野における一般知見により解を求めること

ができる体系について，本解析コードを用いた 3 次元有

限要素法による応力解析結果と理論モデルによる理論

解の比較を行い，解析解が理論解と一致することを確認

している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，自動車，航空機，土木，造船，海洋油

田，工業設備，化学技術，光学及び政府調査等の様々

な分野における使用実績を有しており，妥当性は十分

確認されている。 

・検証の体系と今回の工事計画認可申請で使用する体系

が同等であることから，解析解と理論界の一致をもっ

て解析機能の妥当性も確認している。 
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・今回の工事計画認可申請における用途及び適用範囲が

上述の妥当性確認の範囲内であることを確認している｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


